
宮城県監査委員告示第１６号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項，第２項及び第４項の規定により

平成２２年９月から１２月までに実施した一般会計及び特別会計に係る定期監査等の結果は次

のとおりです。

平成２３年３月４日

宮城県監査委員 内 海 太

宮城県監査委員 佐々木 敏 克

宮城県監査委員 遊 佐 勘左衛門

宮城県監査委員 工 藤 鏡 子

１ 監査実施機関及び監査実施年月日

監査実施機関 監査実施日

○総務部

地方機関

公務研修所 １２月１３日

公文書館 １２月 ３日

大河原県税事務所（選挙管理委員会大河原地方支局を含む） １２月２４日

仙台南県税事務所（選挙管理委員会仙台南地方支局を含む） １０月２０日

仙台中央県税事務所（選挙管理委員会仙台中央地方支局を含む） １０月２６日

仙台北県税事務所（選挙管理委員会仙台北地方支局を含む） １０月２６日

塩釜県税事務所（選挙管理委員会塩釜地方支局を含む） １０月２０日

北部県税事務所（選挙管理委員会北部地方支局を含む） １１月１０日

北部県税事務所栗原地域事務所 １１月１０日

気仙沼県税事務所（選挙管理委員会気仙沼地方支局を含む） １０月２８日

○企画部

地方機関

東京事務所 １１月１１日

○保健福祉部

地方機関

仙台保健福祉事務所 １１月１８日

子ども総合センター １２月１３日

中央児童相談所 １２月１３日

北部児童相談所 １１月１０日



東部児童相談所 １２月 ８日

さわらび学園 １０月 ７日

精神保健福祉センター １０月 ８日

○経済商工観光部

地方機関

大河原地方振興事務所 １１月１７日

仙台地方振興事務所 １０月２７日

北部地方振興事務所栗原地域事務所 １２月１７日

○農林水産部

地方機関

農業・園芸総合研究所（農業大学校を含む） １１月 ９日

古川農業試験場（農業大学校水田経営学部を含む） １０月２２日

畜産試験場（農業大学校畜産学部を含む） １０月２２日

水産技術総合センター １０月 ６日

○土木部

地方機関

大河原土木事務所 １２月２４日

仙台土木事務所 １０月２７日

北部土木事務所栗原地域事務所 １２月１７日

気仙沼土木事務所 １０月２９日

仙台塩釜港湾事務所 １１月 ９日

石巻港湾事務所 １２月２７日

中南部下水道事務所 １０月 ７日

東部下水道事務所 １０月 ７日

仙台港背後地土地区画整理事務所 １１月３０日

○警察本部

地方機関

仙台中央警察署 １１月１８日

仙台南警察署 １１月１７日

仙台東警察署 １２月２２日

塩釜警察署 １２月 ９日

大和警察署 １２月１５日

気仙沼警察署 １０月２８日

佐沼警察署 １２月２４日

登米警察署 １１月 ９日

南三陸警察署 １０月２５日



遠田警察署 １１月 ９日

若柳警察署 １０月２１日

築館警察署 １２月 ９日

鳴子警察署 １２月２４日

加美警察署 １１月２９日

白石警察署 １２月１５日

亘理警察署 １２月２２日

○教育庁

地方機関

北部教育事務所栗原地域事務所 １１月２９日

東部教育事務所 １２月２２日

南三陸教育事務所 １２月１０日

志津川自然の家 １２月２０日

田尻高等学校 １１月１６日

田尻さくら高等学校 １１月１６日

登米高等学校 １２月２２日

泉高等学校 １２月２０日

仙台向山高等学校 １０月１４日

仙台西高等学校 １２月１５日

泉館山高等学校 １２月２０日

宮城広瀬高等学校 １０月２０日

東松島高等学校 １１月３０日

古川工業高等学校 １１月１６日

鶯沢工業高等学校 １０月２１日

聴覚支援学校 １１月 ２日

光明支援学校 １０月２５日

拓桃支援学校 １１月１２日

気仙沼支援学校 ９月１５日

２ 監査結果

平成２１年度及び平成２２年度の財務に関する事務の執行の事実が地方自治法第２条第

１４項及び第１５項の規定の趣旨に沿って行われているかについて，特に意を用いて行いま

した。

その結果，公表すべき指摘事項は下記のとおりであり，その他の軽易な事項については関

係機関に注意をしました。

なお，宮城県警察の監査については，犯罪捜査報償費の執行状況を重点として実施しまし

た。



（１）大河原県税事務所

県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお収入未済があったので，さ

らに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 １８０，００３，９５９円

過年度分 ３８２，１５７，９８７円

合 計 ５６２，１６１，９４６円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 １７５，８３７，９５６円

過年度分 ３７１，９１９，４２１円

合 計 ５４７，７５７，３７７円

（２）仙台南県税事務所

県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお収入未済があったので，さ

らに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ２２２，０２１，２２５円

過年度分 ４９３，２９１，１２９円

合 計 ７１５，３１２，３５４円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 ２３６，１７１，７０８円

過年度分 ５３７，８８９，８５３円

合 計 ７７４，０６１，５６１円

（３）仙台中央県税事務所

県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお収入未済があったので，さ

らに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 １，４４３，１３８，７１０円

過年度分 ２，２６７，１９４，２１０円

合 計 ３，７１０，３３２，９２０円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 １，３３８，６９６，９６１円

過年度分 １，７６４，３８８，４８１円

合 計 ３，１０３，０８５，４４２円



（４）仙台北県税事務所

県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお収入未済があったので，さ

らに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ２１６，３１９，４２１円

過年度分 ７０６，３５９，４４０円

合 計 ９２２，６７８，８６１円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 ４３８，０５７，９４３円

過年度分 ６４６，０５４，９４３円

合 計 １，０８４，１１２，８８６円

（５）塩釜県税事務所

県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお収入未済があったので，さ

らに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ２３５，７５２，２２８円

過年度分 ３９５，３１５，８１３円

合 計 ６３１，０６８，０４１円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 ２３４，８５８，７０７円

過年度分 ３５９，４６７，９４５円

合 計 ５９４，３２６，６５２円

（６）北部県税事務所

県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお収入未済があったので，さ

らに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 １９５，３６４，４７１円

過年度分 ４５８，３３４，６３６円

合 計 ６５３，６９９，１０７円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 ２４４，５８５，０４５円

過年度分 ４２５，３９１，２８３円

合 計 ６６９，９７６，３２８円



（７）北部県税事務所栗原地域事務所

県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお収入未済があったので，さ

らに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 １０１，１３８，９７１円

過年度分 １１８，２９２，６２４円

合 計 ２１９，４３１，５９５円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 ４９，１１０，５３０円

過年度分 １０２，８５８，５８１円

合 計 １５１，９６９，１１１円

（８）気仙沼県税事務所

県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお収入未済があったので，さ

らに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 １０７，５７１，９１６円

過年度分 １８４，４６３，１９３円

合 計 ２９２，０３５，１０９円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 ９７，８２４，０９３円

過年度分 １６５，８７２，６４６円

合 計 ２６３，６９６，７３９円

（９）仙台保健福祉事務所

生活保護扶助費返還金，母子寡婦福祉資金貸付金償還金，過誤払返納金，過年度過払金

等返還金及び未熟費養育費において，収入未済があったので，収納促進と適切な債権管理

を図られたい。

（内容）

○生活保護扶助費返還金

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 １１，１５４，７２５円

過年度分 ７，５１７，４３８円

合 計 １８，６７２，１６３円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 １，６０２，４５０円



過年度分 ６，５３２，５４０円

合 計 ８，１３４，９９０円

○母子寡婦福祉資金貸付金償還金

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ５，９７３，５７７円

過年度分 ２９，４２０，５７６円

合 計 ３５，３９４，１５３円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 ４，８９４，９９８円

過年度分 ２５，３３１，９３７円

合 計 ３０，２２６，９３５円

○過誤払返納金

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ０円

過年度分 ６１６，０５８円

合 計 ６１６，０５８円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 １０５，７６０円

過年度分 ５４７，２９８円

合 計 ６５３，０５８円

○過年度過払金等返還金

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ２２５，０００円

○未熟児養育費

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ３１２，４７７円

過年度分 ２８４，７０４円

合 計 ５９７，１８１円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 ５５，３８８円

過年度分 ２８４，７０４円

合 計 ３４０，０９２円

（ ）登米高等学校10

学校徴収金等において，職員が不適正な会計処理を繰り返し，私的に流用したことが認

められたので，再発防止に向けて速やかに事務の改善を講じられたい。

（内容）



・職員による私的流用金額 ８０８，３８４円

・私的流用があったとされる期間 平成２２年６月から

平成２２年９月まで


